
 

 

2022 年 5 月 13 日 

  

横浜ゴム、2022 年度第１四半期決算は増収減益 

 

横浜ゴム（株）の2022年度第１四半期決算（2022 年 1 月 1 日から 2022 年 3 月 31 日）は、

売上収益は 1,856 億円（前年同期比 28.4％増）、事業利益は 137 億円（同 2.5％減）、営業利益は

135 億円（同 62.7％減）、親会社の所有者に帰属する当期利益は102 億円（同 63.5％減）となりました。

主力のタイヤ事業において北米を中心とした値上げの浸透や為替円安が寄与し、売上収益は過去最高となりましたが、

原材料価格や物流費の高騰、国際物流網の混乱、新型コロナウイルス感染症などの影響を受け事業利益は減益と

なりました。 

※事業譲渡したハマタイト事業を「非継続事業」に分類し 2021 年度の数値を組替えて比較しています。 

※事業利益は日本基準の営業利益に当たる指標として設定。事業利益＝売上収益－（売上原価＋販売費及び一般管理費）で算出。 

 

タイヤ事業は売上収益、事業利益ともに前年同期を上回りました。新車用タイヤの売上収益は世界的な半導

体不足による生産調整の影響を受けたものの、全体では前年同期を上回りました。市販用タイヤは、国内では

「ADVAN」シリーズをはじめとした新商品の発売、降雪による冬用タイヤの好調な販売、値上げ前需要の取り込

みなど高付加価値商品の拡販に努め、海外では旺盛な需要に対応したことにより、北米やインドなどアジア地域で

販売を増やし、売上収益は前年同期を上回りました。YOHT（Yokohama Off-Highway Tires、旧 ATG）も

農業機械用、産業車両用タイヤをはじめとするオフハイウェイタイヤの販売が好調でした。 

※2022 年度より「YOHT（旧 ATG）」の業績は顧客および製品特性の類似性などを踏まえ「タイヤ事業」に集約しています。 

 

MB（マルチプル・ビジネス）は、売上収益は前年同期を上回りましたが、事業利益は原材料価格高騰や米国

での労働需給の逼迫による影響などにより下回りました。ホース配管事業の売上収益は国内外の建機向け油圧

ホースが好調で前年同期を上回りました。工業資材事業の売上収益は、海洋商品は需要減少の影響を受けま

したが、コンベヤベルトは国内販売強化により好調に推移したほか、航空部品も民間航空機向け補用品需要が

回復し、前年同期を上回りました。 

※航空部品事業部は 2022 年 3 月 30 日に工業資材事業部へ統合しました。 

 

2022年度通期の連結業績予想は、2022年2月公表値を据え置き、売上収益は7,500億円、事業利益は

600億円、営業利益は585億円、親会社の所有者に帰属する当期利益は400億円を計画しています。 

 

＜中期経営計画「YX2023」の進捗＞ 

横浜ゴムは 2021 年度から 2023 年度までの中期経営計画「Yokohama Transformation 2023

（YX2023 ）」（ヨコハマ・トランスフォーメーション・ニーゼロニーサン）の下、既存事業における強みの「深化」と大変革

時代のニーズに応える新しい価値の「探索」を同時に推進することにより､次世代の成長に向けた「変革」を図っています。 

 

タイヤ消費財では「高付加価値品比率最大化」を掲げており、「ADVAN」「GEOLANDAR」「ウィンタータイヤ」の

拡販に取り組んでいます。2022年度は「ヨコハマ夏の陣」と位置づけ、グローバルフラッグシップタイヤ「ADVAN Sport 

V107」、高性能ストリートスポーツタイヤ「ADVAN NEOVA AD09」、「雨に強い」ミニバン専用低燃費タイヤ

「BluEarth-RV RV03」、コンパクトミニバン・軽ハイトワゴン専用低燃費タイヤ「BluEarth-RV RV03CK」を発売

し、販売強化に取り組んでいます。 

 



プレミアムカー・プレミアム EV への新車装着ではメルセデス AMG、Lexus などに加え、新たにトヨタ自動車（株）

初の BEV である「bZ4X」に装着されました。モータースポーツ活動では SUPER GT 開幕戦の GT300 クラスで

ワンツーフィニッシュし、また、メキシコの過酷なオフロードレース「SCORE SAN FELIPE 250」で「GEOLANDAR」

装着車がクラス優勝しました。  

 

タイヤ生産財では「コスト」「サービス」「デジタルトランスフォーメーション（DX）」「商品ラインアップの拡充」をテーマ

に掲げ、市場変化を「探索」しています。成長ドライバーである OHT 事業の拡大を図るため、3 月 25 日に

Trelleborg AB と Trelleborg Wheel Systems Holding AB の全株式を取得する株式売買契約を締結しま

した。新商品ではトラック用オールシーズンタイヤ「BluEarth 711L」、トレーラ向けワイドベースタイヤ「505C」を発売。

さらに CASE、MaaS への取り組みとして、アルプスアルパイン（株）と共同でタイヤ内面貼り付け型センサーから

タイヤの摩耗状態を推定する技術を開発しました。 

 

 MB 事業は強みであるホース配管事業と工業資材事業にリソースを集中し、安定収益を確保できる構造を確立し

ます。生産強化ではホース配管事業の茨城工場に続き、工業資材事業では平塚製造所のコンベヤベルト生産能力

を 1.3 倍に増強します。また新たなサービスの実現を目指し、RFID タグ※によりマリンホースやコンベヤベルトの遠隔

監視と損傷予知システムの実証実験を開始しました。また構造改革の一環として、3 月末に航空部品事業部を

工業資材事業部に統合しました。 

※RFID（Radio Frequency Identification）=電波を用いて情報を非接触で読み書きする自動認識技術 

 

ESG では「カーボンニュートラル」「サーキュラーエコノミー」「自然との共生」を３本柱として取り組んでいます。

「サーキュラーエコノミー」の主な成果では、日本ゼオン（株）と実施する資源循環に関する技術開発が国立

研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の「グリーンイノベーション基金事業」に採択され

ました。サステナブル素材を採用したタイヤ開発では、全日本スーパーフォーミュラ向けタイヤの走行テストを開始した

ほか、6 月に北米の「パイクスピーク・インターナショナル・ヒルクライム」に参戦する EV カーにバイオマス由来のブタジエン

ゴムを使用したタイヤを供給します。 

そのほか、4 月には国際連合の「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づき「横浜ゴムグループ人権方針」を策定

しました。さらに 1 月に賛同した「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」提言に基づく気候関連情報を

4 月に CSR ウェブサイトおよびコーポレート・ガバナンス報告書にて開示しました。当社の ESG 活動は世界的な ESG

投資指数「FTSE4Good Index Series」に 17 年連続で選定されるなど高い評価を得ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

決算ハイライト                                                  （百万円） 

  2022 年度 2021 年度 

  （2022.1.1～2022.3.31） （2021.1.1～2021.3.31） 

売上収益 185,590 144,576 

事業利益 13,668 14,015 

営業利益 13,532 36,317 

当期利益 10,156 27,513 

非継続事業当期利益 - 311 

親会社の所有者に帰属する当期利益 10,156 27,824 

    

資本 568,886 481,100 

資産 1,061,383 915,296 

      

一株当たり当期利益（円） 63.34 173.51 

 

事業別                                                       （百万円） 

  2022 年度 2021 年度 

  （2022.1.1～2022.3.31） （2021.1.1～2021.3.31） 

売上収益   

タイヤ 162,886 123,952 

内 YOHT 36,369 22,546 

MB 20,486 18,737 

その他 2,218 1,887 

事業利益（▲は損失）   

タイヤ 14,031 12,735 

内 YOHT 5,385 3,494 

MB ▲ 242 1,019 

その他 ▲ 136 243 

消去 15 18 

※事業譲渡したハマタイト事業を「非継続事業」に分類し 2021 年度の数値を組替えています。 

※事業利益は売上収益－（売上原価＋販売費及び一般管理費）で算出。 

このリリースに関するお問い合わせ先 

横浜ゴム（株）経営企画部 広報室 担当：山崎、岡 

TEL：03-5400-4531 FAX：03-5400-4570 


